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論文：

山口県の人的資本の蓄積効果 
―内生的成長モデルを用いた一般均衡型世代重複シミュレーション分析― 

進藤優子2，

The effect of human capital accumulation in Yamaguchi prefecture
: Overlapping generations general equilibrium simulation analysis 

with endogenous growth model

Yuko SHINDO

要約

　本論文の目的は，山口県の統計データを用いて，これまでの山口県の教育に関する政策が人的資本の蓄積に
果たしてきた効果について導出し，現行の政策に対して目に見える形で提案を行うことである。教育を経済成
長のエンジンとして捉えた一般均衡型世代重複シミュレーションモデルを構築し分析を行う。このシミュレー
ションモデルを用いることにより，実験を行うことが難しい状況において，コンピュータ上に多数の世代が存
在する仮想的経済を作り出し，数値解析が可能となる。主な結論は，山口県在住者への入学金や授業料の減額
などの教育補助を強化することにより，個人が山口県内で投資する教育時間が常に増加する。その結果，山口
県における人的資本蓄積が促進され，就学後県外への流出が少なければ，より高い経済成長が達成され，他地
域との地域格差が縮小する。教育補助が増加すると，財政投入が増加するだけではなく，個人の教育投資も増
えるため自ずと貯蓄が減少せざるを得ない。しかしながら，教育による人的資本の蓄積効果は，公債水準をも
減少させる効果があるため，経済は成長する。
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1. はじめに
本研究の目的は，山口県の人的資本の蓄積効果を

計測するため，教育を経済成長のエンジンとして捉
えた内生的成長モデルを用いた一般均衡型世代重複
モデルを構築し，現実のデータを用いて，これまで
の山口県の教育に関する政策が人的資本の蓄積に果
たしてきた効果について数値シミュレーションに
よって導出し，教育に関する政策が人的資本の蓄積
に果たしてきた効果について分析を行うことである。
このモデルを用いることにより，多数の世代が重複
し，家計および政府による教育投資で人的資本が蓄
積する経済を描写することができる。

山口県の人的資本に関する特徴として 3 点挙げら
れる。第 1 に，地域によってかなりの差があるもの

の，就業者 1 人あたり総生産は全国平均より高い
傾向にある。第 2 に，大学進学率が全国平均と比
較して10%以上低い傾向にあり，高卒就業者および
20-39歳の転出は高い傾向にある。第 3 に，老年人
口の割合が全国第 4 位と高齢化が進んでいる。

表 1 - 1 は2011年から2015年までの県内総生産額
を就業者数で除した就業者 1 人当たり総生産，つま
り労働生産性で，山口県の労働生産性は全国のそれ
と比較してかなり高いことが読み取れる。地域別に
見ると，岩国，周南，山口・防府，および宇部・山
陽小野田の 4 地域は県平均の労働生産性と同程度か
より高いが，柳井，下関，長門および萩の 4 地域は
県平均のそれより少ないことがわかる。最も生産性
が高い周南地域と最も低い萩地域では 2 倍程度の地
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域差がある。この理由として農林水産業に特化して
いる地域ほど労働生産性が低くなる傾向があること
が窺える。

表 1 - 2 は大学等進学率，および高卒就業に伴う
18歳人口，15-19歳人口，20-39歳人口および総人口
の転入から転出を引いた純転入を示している。山口
県における大学等進学率は全国のそれと比較して
1993年まで高かったものの，山口県では非常に緩や
かに上昇しており，近年では10%以上低い値となっ
ている。また，少子化によって高校卒業者は減少傾
向にあるものの，高卒就業者は毎年県外へ300人程
の流出超過となっている。さらに，短大・大学を卒
業し就職する時期に該当する20歳から転出が一段落
する39歳までの純転入は-3000人前後となっており，
これに高校卒業後就業するだけではなく，大学等に
進学する時期にも該当する15-19歳人口の純転入を

加えると，山口県総純転入とほぼ同数となる。
表 1 - 3 は都道府県別65歳以上の高齢化率上位 5

県である。今後この値は全都道府県でさらに上昇し
ていくことが見込まれているが，2015年では山口県
の高齢化率は 4 位と非常に高いことがわかる。

大学進学率は低いものの労働生産性が比較的高い
割には，若年層の県外流出が多く，高齢化が進んで
いる山口県においては，今後若年層の流出を防ぐた
めに教育への公的な投資は経済成長を支える上で重
要な政策の 1 つであると考えられる。そこで，本論
文では人的資本の蓄積によって内生的に成長する世
代重複モデルを用いて，政府の教育政策が山口県の
ような地方における経済成長に与える影響を調査す
る。

主な結論は，地方政府が入学金や授業料の減額な
どの教育補助を強化することにより，個人が県内で
投資する教育時間が常に増加する。その結果，地方
における人的資本蓄積が促進され，就学後県外への
流出が少なければ，より高い経済成長が達成され，
他地域との地域格差が縮小する。教育補助が増加す
ると，財政投入が増加するだけではなく，個人の教
育投資も増えるため自ずと貯蓄が減少せざるを得な
い。しかしながら，教育による人的資本の蓄積効果
は，公債水準をも減少させる効果があるため，経済
は成長する。

表1-1. 山口県における就業者１人当たり総生産 （単位：千円）
地域別 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 平均

岩 国 10,599 9,462 10,098 9,771 9,748 9,936
柳 井 6,169 6,355 6,692 6,677 6,768 6,532
周 南 10,717 11,421 11,822 11,766 10,136 11,172
山 口 ・ 防 府 8,410 7,991 8,406 9,046 9,008 8,572
宇部・小野田 8,297 8,312 9,011 8,717 8,992 8,666
下 関 7,126 7,111 7,342 7,359 7,468 7,281
長 門 5,671 5,503 5,540 6,000 6,290 5,801

萩 5,406 5,455 5,645 6,188 5,651 5,669
県 平 均 8,500 8,436 8,866 8,955 8,695 8,690
国 平 均 7,558 7,584 7,728 7,846 8,028 7,749

出所：山口県（2018b）

表1-2. 山口県における大学等進学率，高卒就業者，および20-39歳および総純転入
  2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 平均

大学等進学率 41.4% 42.2% 43.4% 42.7% 43.5% 42.6%
高卒就業者純転入 －302人 －201人 －321人 －338人 －337人 －300人
15-19歳純転入 －745人 －613人 －701人 －671人 －722人 －690人
20-39歳純転入 －2,723人 －2,891人 －3,576人 －3,028人 －3,209人 －3,085人
総 純 転 入 －3,187人 －3,647人 －4,630人 －3,801人 －4,093人 －3,872人

出所：文部科学省（2018）および総務省（2018a）

表1-3. 都道府県別高齢化率上位５県
1位 秋田県 33.8%
2位 高知県 32.8%
3位 島根県 32.5%
4位 山口県 32.1%
5位 徳島県 31.0%

出所：総務省（2015）
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本論文の構成は以下の通りである。次章では労働
移動に関する先行研究を調査し，第 3 章ではモデル
を説明する。第 4 章では山口県におけるシミュレー
ションの結果を分析する。第 5 章は結論である。

2. 先行研究
教育投資が経済成長や地域格差に与える影響に

ついては，これまで理論的に様々な形で論じられ
てきている。その代表的なものとして，Azariadis 
& Drazen（1990）などが挙げられる。これらの研究
では，人的資本形成のメカニズムとしての教育に焦
点をあて，それが経済成長のみならず地域格差もも
たらすことを示している。一方，数量分析では，教
育投資が経済成長に影響を与える研究はDocquier 
& Michel（1999）やBouzahzah et al.（2002）をはじめ，
数多くなされているものの，地域格差について分析
した研究は少ない。例えば，Shindo et al.（2013）が
東海地方 3 県において，またShindo（2010）が中国
の 2 省において，初期の所得や教育投資の水準の違
いが地域間の経済成長の差異および所得格差の拡大
を生む状況をカリブレーションしている。しかしな
がら，これらのモデルにおいては，地域間の労働移
動が考慮されていない。

一方，国際経済学の分野においては，労働移動に
関する研究がかなり蓄積されている。特に開発途上
国から先進国への労働移動について，自国より外国
で働いた方が同じ労働でも高い賃金を獲得できるた
め労働移動が行われると仮定し，送出国と受入国と
の双方の影響について分析されている。受入国の影
響については，外国人労働者はイノベーションを創
出し，自国の労働者に波及効果をもたらし，自国の
経済成長が促進させ，税収が増加するなどのいわゆ
る頭脳流入の正の効果と，外国人労働者は自国の労
働者の賃金を低下させ，失業を招くなどの負の効果
が指摘されている。一方，送出国の影響については，
外国人労働者が母国へ送金したり，帰国者が技術移
転をしたり，自国民が移民へのあこがれによる教育
へのインセンティブを高め，人的資本の蓄積が進ん
だりするといった頭脳流出の正の効果と，自国の生
産性が減少したり，税収が減少したり，政府の教育
支出が未回収となってしまったりという負の効果が
指摘されている。これらの効果を数量的に分析し
たものが， Beine et al.（2001）やDocquier et al.（2008），
Aubry & Burzyński（2013）などが挙げられる。

そこで本研究では，これらの理論およびシミュ
レーションモデルの一連の流れから，教育が経済成
長および地域格差に与える影響について，定性的お
よび定量的に分析し，現行の教育補助政策に対して
提案を行う。

3.　モデル
　Auerback & Kotlikoff （1987）の一般均衡型世代
重複シミュレーションモデルに，Bouzahzah et al. 
（2002）を基にした内生的成長モデルとDocquier et 
al. （2008）を基にした転出と教育補助金との代替モ
デルに基づいたモデルを構築する。個人は20歳から
79歳まで，20年を 1 期間とした 3 期間存在すると仮
定する。第 期の始めに経済主体として活動を始め
る20歳になる個人を第 世代と呼ぶ。各世代の人口
は 1 と基準化する。個人は教育を受けた後，賃金の
高い他地域への転出を期待していると仮定する。3

　企業は以下のコブ・ダグラス技術に従って，物的
資本， および労働， を用いて財， を毎期生産
する。

  (1)

ただし， は生産性パラメータ， は資本分配率で
ある。労働は以下のように供給される。

 (2)

ただし，  および は教育時間，人的資本，
転出率，実地訓練あるいは人的資本減耗率，および
退職時間であり，上付き文字 1 , 2 および 3 は各年齢
階級を表している。物的資本を と定義す
ると，利子率， と賃金率， のそれぞれの生産要
素価格は，

 および  (3)

  (4)

となる。ただし， は物的資本減耗率である。
　人的資本は教育および実地訓練を通して形成され
る。

 および  (5)

  (6)

ただし， および はそれぞれ人的資本生産性パラ
メータおよび人的資本投資パラメータである。上付
き文字 は年齢階級を表している。 は20歳までに
蓄積された第 期の第 1 年齢階級の人的資本で、第

期の第 1 年齢階級の人的資本、つまり親世代の
人的資本と同水準とする。
　地方政府は以下の予算式で教育や年金などに対し
て支出を行う。

 (7)

ただし，  および はそれぞれ，地方税，
地方交付税，効率労働 1 単位当たりの地方債，教育
補助率，効率労働 1 単位当たりの年金，および効率
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労働 1 単位当たりのその他政府支出である。
　個人の第 1 年齢階級の予算は，

  (8)

と表される。ただし， および はそれぞれ 1 人当
たり消費および効率労働 1 単位当たりの資産である。
このとき，他地域へ転出するか自地域に留まるかの
どちらかを選択をする。もし自地域の賃金率， が
他地域の賃金率， より低ければ移転することを選
択するため，第 2 年齢階級の予算制約式は，

 　(9)

となる。ただし，＊は他地域を表す。一方，転出し
なかった場合の第 2 年齢階級の予算制約式は，

 (10)

となる。第 3 年齢階級で転出を選択した場合としな
かった場合の予算制約式は第 2 年齢階級と同様にそ
れぞれ，

  (11)

および

  (12)

となる。
　以上のことから，個人の効用は以下の期待効用関
数で表すことができる。

 (13)

ただし， および は異時点間の代替の弾力性およ
び時間選好率である。
　労働市場は均衡しているので，効率労働 1 単位当
たり資本市場均衡は

  (14)

と表される。人的資本，すなわち経済成長率は

  (15)

と表される。

4．シミュレーション結果

山口県の過去20年間のデータから外生変数および
パラメータの値は表4-1にまとめている。山口県の
データがないものについては全国のものを，全国の
データもないものは先行研究の推計値を用いている。
これらの値を用いて，定常成長経路においてカリブ
レーションし，内生変数とモデルの頑健性のチェッ
クした後，山口県が教育補助率を変更した場合に，
どの程度就学に対するインセンティブが上がり，経
済成長率が増加するのかシミュレーションした。

山口県における転出率に変化がなければ，将来に
わたって人的資本蓄積が阻害され，経済成長が鈍化
し，他地域との格差が拡大する。例えば，入学金や

表4-1. 外生変数およびパラメータの設定
外生変数・パラメータ 値 出所

  生産性 6.019
山口県「県民経済計算」

  資本分配率 0.479
  転出率 0.003 総務省「住民基本台帳人口移動報告」
  第2年齢階級の実地訓練/人的資本減耗率 1.371 

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
  第3年齢階級の実地訓練/人的資本減耗率 0.948 
  退職時間 0.750 年金支給開始年齢である65歳より
  物的資本減耗率 0.507 山口県「市町民経済計算」
  人的資本生産性 0.269

UNESCO ‘UIS.Stat’
  人的資本投資 0.096
  地方税 0.205 山口県「県税統計」
  転出地域の地方税 0.236 総務省「地方財政白書」
  地方交付税 0.197 山口県「統計年鑑」
  教育補助率 0.210 総務省「都道府県決算状況調」
  効率労働1単位当たりの年金 1.748

厚生労働省「厚生年金保険・国民年金事業年報」
  効率労働1単位当たりの年金 1.777
  効率労働1単位当たりのその他政府支出 0.384 総務省「都道府県決算状況調」
  異時点間の代替の弾力性 1.360 吉川 (2001)
  時間選好率 0.710 Bouzahzah et al. (2002)
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授業料の減額などの教育補助を強化し，個人が山口
県内で投資する教育時間を増加させ，山口県に留ま
るような政策を行えば，山口県において人的資本蓄
積が促進され，より高い経済成長が達成され，他地
域との地域格差が縮小する。一方，教育補助を増加
すると，財政投入を逓増的になることから，貯蓄が
減少し，物的資源の投入が必要となるものの，教育
による人的資本の蓄積効果は公債水準をも減少させ
る効果があるため，経済は成長する。

5．おわりに
本論文では，地域格差を是正するためには教育補

助政策が重要な役割を示していることが明らかと
なった。山口県在住者への入学金や授業料の減額な
どの教育補助を強化することにより，個人が山口県
内で投資する教育時間が増加するため，就学後山口
県における転出率に変化がなければ，山口県におけ
る人的資本蓄積が促進され，より高い経済成長が達
成され，他地域との格差が縮小することが明らかに
なった。教育補助政策を強化することにより，財政
投入が増加せざるを得ないものの，教育による人的
資本の蓄積効果は，公債水準をも減少させる効果が
あるため，経済は成長することも示された。

今後の課題として，教育が経済成長に与える影響
について1地域に限定するのではなく，他地域にお
いてもどの程度寄与していて，どの程度他の地域に
波及効果をもたらしているのか示すために，多地域
経済モデルに修正を行う必要があろう。
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